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日本ＮＧＯ連携無償資金協力 完了報告書 

 

 

１． 基本情報  

（１）案件名 国立小児病院手術棟拡張支援事業 

（２）贈与契約締結日 

及び事業期間 

・贈与契約締結日：2012年 11 月 1日 

・事業期間：2012年 11月 1 日～2013 年 10月 31日 

（３）供与限度額 

    及び実績（返還額） 

・供与限度額：424,246 ドル 

・総支出：422,377.20 ドル 

（返還額：1,868.80 ドル、利息なし） 

（４）団体名・連絡先、事

業担当者名 

申請時から変更なし 

（ア） 団体名： 

（イ） 電話： 

（ウ） ＦＡＸ： 

（エ） E-mail： 

（オ） 事業担当者名： 

（５）事業変更の有無 事業変更承認の有無：無 

 

ただし、次頁以降に記載の通り、事業内容に一部変更が生じたため、2013

年 11 月 27 日付で事業変更報告書を提出した。 
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 ２．事業の概要と成果 

 

（１）上位目標の達成度 カンボジア国立小児病院手術棟拡張事業（以下「本事業」）により、国立小

児病院（以下「NPH」）外科部門における適切な治療や医療従事者への効

果的な教育が、持続的に提供される基盤が整った。NPH 手術棟における、

新手術室の設置、既存手術室の改修、重症患者回復室の設置、器材の

配備が行われ、小児外科患者の手術や術後管理を、より効果的、効率的

に行える治療環境が整備された。そして、こうした治療環境の整備に加え、研

修室が設置されたことにより、医療従事者に対する臨床研修および講義を行

う教育環境も充実した。 

こうした環境を活用した治療や教育は、すでに実施されている。2013 年 8 月

20 日に手術棟の使用を再開してから 2014 年 1 月末までの間に、合計 389

件の手術が実施された。また、同期間中、141 名の研修生（学部研修医、

看護学生、卒後研修医、地方病院外科医、地方病院麻酔科看護師）が、

NPH 外科部門にて、実習や講義を通して、教育を受けた。 

 

（２）事業内容 

 

本事業では、以下の活動を実施した。 

 

（イ）   NPH 手術棟の拡張 

拡張工事では、手術室、研修室、更衣室、クリーナールームを新設した。同

時に、工事前に更衣室として使用されていた部屋を改修し、重症患者回復

室とした。また、既存の手術棟の一部の天井、壁、床を張り替えたり、古くなっ

た水道およびガスシステムを新しいものに取り換えるなどした。 

工事は、以下の日程で行われた。 

 2012 年 

  11 月 26日 ：手術棟機能の外科病棟への一時移転工事開始 

  12 月 6日  ：手術棟工事開始 

  12 月 17日 ：手術棟機能の外科病棟への一時移転工事完了 

 2013 年 

  8 月 19日  ：手術棟工事（含清掃）完了 

           外科病棟からの手術棟機能再移転完了 

工事完了後、施工業者、施工管理業者、当財団、NPH が竣工検査を行

い、瑕疵のないことを確認した。 

拡張後の手術棟は、予定されていた時期（2013 年 9 月）とほぼ同時期の

2013 年 8月 20日から、使用が再開された。 

 

（ロ）   器材の配備ならびに使用方法の指導および技術研修の実施 

拡張後の手術棟に器材を配備した。 

器材購入に際して、空調機（非医療機器）の購入台数を 7 台から 6 台に変

更した。7 台は、それぞれ前室（1 台）、研修室・更衣室・重症患者用の回復

室（各 2台）に配備予定であったが、前室（1台）、研修室（2台）、更衣室（1

台）、重症患者回復室（1 台）、一般患者用の回復室（1 台）となった。更衣

室はロッカー等を設置して手狭になったため、重症患者回復室も強力に冷房

する必要はないと判断したため、それぞれ 1台のみの配備とした。一般患者用

の回復室は、設置されていた空調機が壊れたため、新しく購入したものと置き
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換えた。また、購入した手術器具の納品が遅れ、本事業期間終了後の

2014 年 2月にすべて受領するに至った。 

 

拡張工事が終了し、手術棟の使用が再開された 2013 年 8 月 20 日から

2014 年 1 月末までの間に、院内症例研究会が 38 回開催され、66 名（うち

NPH外科医 9名、学部研修医 32名、卒後研修医 20名、地方病院研修

医 5 名）が出席した。研究会では、拡張後の手術棟で行われた手術や、新

たに配備された器材を使用して行われた手術などを事例として、小児外科疾

患の診断や治療に関する議論を行った。研修医は、この期間中に行われた

手術に立ち会うことで、治療や器材の使用についても継続して学んだ。さら

に、同期間中、地方病院の研修医 5名を対象とする小児外科研修にて、典

型的小児外科疾患を取り上げた講義が 15回行われ、これらの診断および治

療に関する指導がなされた。 

また、上記期間中、110 名の麻酔科スタッフ（うち NPH 麻酔科医 5 名、NPH

麻酔科看護師 21 名、卒後研修医 3 名、看護学生 70 名、地方病院麻酔

科看護師 11 名）が、手術や術前術後管理を通して、小児麻酔や新たに配

備された器材の使用について学んだ。地方病院麻酔科看護師 11 名を対象

とする小児麻酔研修も実施され、小児麻酔や術前術後管理に関する講義

が 26 回行われた。また、NPH 麻酔科スタッフは、重症患者回復室の効果的

な使用を目指して、重症患者の術後管理に関する研修を 3 回実施した。 

（３）達成された成果 

   

 

本事業では、NPH 外科部門において、小児外科患者に対する適切な治療

が、継続的に提供されること、および研修が効率的にかつ充実した内容で実

施されることが期待された。 

 

 (i) 脊椎外科手術の実施 

2014年 1月末時点において、まだ実施できていない。脊椎手術を実施

するために購入したドリルに刃が含まれていなかったため、追加で購入す

る。2014年 3月末頃に入手し、その後、手術の実施に向けて患者の選

定、日程の調整に入る見込みである。 

 

 (ii) 外科医および麻酔科スタッフの知識取得および実践 

NPH 外科医（9 名）や研修医（57 名）は、院内症例研究会、講義、手

術を通して、小児外科疾患の診断、治療、器材の使用について学ん

だ。そして、NPH 外科医は、2013 年 9 月、新手術室の使用開始後、

NPH 外科において初めてとなる胃壁破裂の患者の手術を実施するとい

う成果をあげた。その後、2014 年 1 月末までに同疾患の患者の手術が

2 件行われた。なお、いずれの手術においても、一般的な術死とされる

「術後 30日以内の死亡」は起きておらず、手術は成功したと言える。 

また、NPH 麻酔科スタッフ（26 名）や研修生（84 名）は、研修や業務を

通して、小児麻酔の施術、術前術後管理、器材の使用について学ん

だ。新たに配備された器材の使用は、業務の適切かつ迅速な遂行を実

現した。たとえば、点滴ポンプの使用により、体重 10 キロ未満の体の小

さな患者に対する少量の点滴供与が確実に行われるようになった。 
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 (iii)手術件数の増加 

新手術室の使用が開始した 2013 年 8 月 20 日から 2014 年 1月末ま

での手術件数は、389件となり、前年の同時期の手術件数 369件を20

件上回った。外傷・整形外科系手術は、前年と比べて 26件増加した。

新手術室は、主に、大型機器を使用して実施する必要のある外傷・整

形外科系手術に使用することを目的に設置された。新手術室および配

備された器材は、当初の目的に沿って、外傷・整形外科系手術のため

に十分に活用されている。 

 

 (iv)重症患者の術後観察の実施 

重症患者回復室の使用が、2013年 9月 18日から開始された。これ以

降、2014 年 1 月末までに、14 名の患者が、同室で麻酔科職員による

術後観察の対象となった。（ただし、9 月末より 11 月初旬までは、人工

呼吸器の故障により、この術後回復室の使用を見合わせた。） 

以前は、手術後、手術棟から離れた別棟の ICU へ移動しなければなら

なかった重症患者が、手術棟にて術後の集中的なケアを受けることがで

きるようになった。同室では、麻酔科職員が 24 時間体制で術後観察を

行うことに加え、外科医も隣接する外科病棟に滞在しているため、患者

の容態の急変にも迅速に対応できる環境が整った。 

（４）持続発展性 本事業により拡張した手術棟や配備した器材は、NPH が、その適切な使

用、修理、メンテナンスに関して責任を負う旨を記した覚書を、NPH と本財団

の間で 2014 年 2 月 20 日付で締結した。当該覚書では、器材の使用に必

要な消耗品の購入についても NPH が責任を持って行うことが約束された。現

場レベルでは、手術棟や器材の修理、メンテナンスを業者に依頼する際に必

要となる情報（業者名、担当者名、連絡先、保証期間等）をリスト化し、

NPH 担当者に引き渡した。 

また、NPH は国立医科大学に付属する研修機関でもあることから、NPH 指

導医による研修医への教育は、本事業の終了にかかわらず継続して行われ

るものである。 
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完了報告書記載日：  2014 年 3 月 5 日 

                団体代表者名： 理事長 飯島 延浩 （印） 

 

【添付書類】 

① 事業内容、事業の成果に関する写真 

② 日本ＮＧＯ連携無償資金収支表（様式４－a） 

③ 日本ＮＧＯ連携無償資金使用明細書（様式４－b） 

④ 外部監査報告書（外部監査報告書の提出が間に合わない場合は、提出予定日を記入） 

 

３．事業管理体制、その他 

 

（１）特記事項 （人的体制について） 

 2013 年 10 月には本財団本部事務所スタッフ 依知川弘太郎職員が、本

事業による工事や機材配備の進捗状況の視察、ならびに本事業会計書類

の精査および整理を目的に、現地へ出張した。申請時は、本部事務所にて

本事業を担当する小山直行職員が出張予定であったが、2013 年 7 月より、

小山職員が支援事業部長に就任し多忙となったため、依知川職員が代わっ

て出張した。本事業の申請書類や進捗を記した月間報告書は、弊財団本

部事務所のスタッフ全員に共有されている。そのため、申請書において、本事

業担当者として明記されていなかった依知川職員にも、出張の目的は十分

に遂行可能であった。 

 



1．事業実施の様子 

 

（1）手術棟拡張工事の様子 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．拡張部分の内装                    

 

 

柱の基礎工事の様子（2012年 12月） 土台の基礎工事の様子（2013年 1月） 

屋根工事の様子（2013年 5月） 新手術室にタイルを敷く様子（2013年 5月） 

天井張り替えの様子（2013年 6月） 水道管配備の様子（2013年 7月） 



 

（2）器材配備の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エアコンを配備した様子（2013年 6月） 手洗台を設置する様子（2013年 7月） 

ガス中央制御室の様子（2013年 7月） 

外科医と看護師が手術器具の仕分けをする様子

（201４年 1月） 

手術室に配備した棚や台車（2013年11月） 

業者（写真左）から、オートクレーブの引き渡し

を受ける病院職員（同右）（2013年 8月） 



（3）完成した手術棟と講習の様子 

 

 

                          

 

完成した手術棟の様子（2013年 9月） 

研修室でのミーティングの様子（2013年 9月） 

新手術室での手術の様子（2013年 9月） 

重症患者の回復室の様子（2013年 9月） 

研修医（写真右から 2 人目）の臨床研修の様

子 （2014年1月）（写真左がNPH医師） 

 

地方病院の麻酔科スタッフに対する小児麻酔研

修の様子（2013年 12月） 



連携無償 FIDR自己資金 証憑番号
【収入の部】
　　　総収入 424,246.00 0

【支出の部】
１．現地事業実施経費 406,607.82 1,811.37
　　（１）直接事業費 377,872.01 1,746.72
　　　（ア）資機材購入費等 174,645.49 0 1-15

203,226.52 1,746.72 16-43
　　　（ウ）ワークショップ等開催費 0 0

　　　　　　　　　　　　　（エ）専門家派遣費 0 0
　　　　　　　　　　　　　（オ）研修員招聘費

　（２）事業管理費 28,735.81 64.65
　　　（ア）現地スタッフ人件費 21,366.56 0 44-66
　　　（イ）現地事務所借料等 0 0
　　　（ウ）現地移動費　　　 0 0
　　　（エ）会議費 0 0
　　　（オ）通信費 32.50 0 67-78
　　　（カ）事業資料作成費 60.00 55.00 79-80
　　　（キ）事務用品購入費等 144.00 9.65 81-84
　　　（ク）本部スタッフ派遣費 7,132.75 0 85-101
　（３）情報収集費 0 0
　（４）その他安全対策費 0 0

２．本部事業実施経費 14,269.38 0
　（１）本部事業管理費 14,269.38 0
　　　（ア）本部スタッフ人件費 14,269.38 0 102-113
　　　（イ）会議費 0 0
　　　（ウ）通信費 0 0
　　　（エ）事業資料作成費 0 0
　　　（オ）事務用品購入費 0 0
　（２）その他安全対策費 0 0
　（３）一般管理費 0 0

３．外部監査費 1,500.00 0
　（１）外部監査実施経費 1,500.00
　 　 （ア）現地外部監査実施経費 1,500.00 114
　 　 （イ）本部外部監査実施経費

　　支払実績 422,377.20 1,811.37

　　総支出 422,377.20 1,811.37
　　残高 1,868.80
　　利息等 0

（様式４－a）

日本ＮＧＯ連携無償資金収支表

　　　（イ）施工費

団体名 公益財団法人　国際開発救援財団

事業名（実施国）　国立小児病院手術棟拡張支援事業　（カンボジア国）

　　　　　　自　平成２４年１１月１日　　至　平成２５年１０月３１日      　　　     （贈与契約上の通貨　米ドル）


